
様式第１号（第５条関係）

年 月 日

〒

苫小牧市立地企業サポート事業の補助金交付を受けたいので、苫小牧市立地企業サポー

ト事業補助金交付要綱第５条の規定に基づき下記のとおり申請します。

１　事業名 □　職場環境改善事業　　　　　　　　（別紙１）

□　人材確保支援事業（苫小牧市内）　（別紙２）

□　人材確保支援事業（苫小牧市外）　（別紙２）

□　人材確保支援事業（ＷＥＢ開催）　（別紙２）

□　事業拡大・販路拡大支援事業　　　（別紙３）

２　事業の開始及び完了予定年月日

　 年 月 日 ～ 年 月 日

３　事業に要する経費 【全体事業費】 円(税抜)

４　補助対象経費 円(税抜)

５　補助金交付申請額 円(税抜)※千円未満切捨

６　事業に要する経費、補助対象経費等内訳書 別紙４のとおり

（注）交付要綱第５条に該当する資料を添付すること。

令和令和

令和

住 所

記

苫小牧市立地企業サポート事業補助金交付申請書

苫 小 牧 市 長 様

企 業 名

申請者

電話

代表者 役職

代表者 氏名

（担当者）

（産業経済部企業政策室港湾・企業振興課）

①提出日（5/27まで）

②申請企業名　(担当者欄電話の記入必須）
　※　本社の住所

③チェック

④着手日(杭打ちもしくは工事開始日・納品日）～完成日

⑤　事業全体にかかる費用（税抜）

⑥　うち対象経費（対象外費用を除く経費、税抜）

⑦　⑥×補助率（1/2 ※大企業1/3）（千円未満切捨）



（別紙１）

〒

年 月 日

円

人

（　要申請　・　非該当　）

％（令和5年3月31日現在)

％

（ ）

　□パンフレット　　　□現状写真　　　□対象施設の位置図

　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

注1．企業情報（会社案内、パンフレット等）、事業の関連資料を添付願います。

注2．複数社を代表して申請している場合は、共同申請企業一覧（企業情報）を添付願います。

注3. 従業員定着率の計算式 　

　　 総従業員数(R4.3.31現在)-自己都合退職者数(R3.4.1～R4.3.31)／総従業員数(R4.3.31現在)

※建物の新設を伴う場合に記入願います。

・従業員定着率

・その他

・従業員意識調査結果で実施効果があったと回答する従業員割合

苫小牧市立地企業サポート事業

職場環境改善事業実施計画書

企 業 情 報 所 在 地

業 種

苫小牧市

設 立

資 本 金

従 業 者 数

事 業 内 容

％（令和4年3月31日現在）

事 業 効 果
（ 目 標 ）

該 当 事 業
※いずれかに

チェック

□　男女が共に働きやすい環境の構築に向けた設備の改善
□　障がい者の雇用促進のための設備の改修や導入
□　人材育成を目的とした設備やシステムの導入
□　移住、定住促進に繋がる社宅、社員寮の整備
□　従業員の身体的、心理的な負担軽減を目的とした機器・設備の導入
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

対 象 施 設 名 （対象面積　　　　 ㎡）

実 施 場 所 苫小牧市

□ 確認・相談済

関 係 資 料

※ 建 築 確 認

現　状　及　び
改　善　内　容
※具体的に記入し

てください

従業員定着率

（産業経済部企業政策室港湾・企業振興課）

※苫小牧市の事業所の住所

※会社全体の情報

例）更衣室 200

※対象施設のある住所

具体的に現状と改善内容を記載。

例）以前は男性従業員のみだったため着替えの際は休憩室を利用していた。
　　ここ数年で女性従業員が増え、交代で着替えをしているが、利便性向上
　　のため男女専用の更衣室整備を検討していた。
　　自社では資金的にも手がけることが難しいため、当事業を活用し、更衣
　　室を整備し、環境改善につなげ、従業員の定着率向上を図っていきたい。

85.4

95

80

※意識調査は年度末に申請者で行っていただきます（必須）
　様式等の定めはありません。

更衣室の図面 ※添付した資料にチェック

※建物の新築、増築、コンテナハウスの設置等
　全ての場合にご確認ください。



（別紙４）

予算内訳書

事業に要する経費、補助対象経費等内訳書

科　目 　　　金　額（円）※税抜 備　考

対
象
経
費
内
訳
書

補助金交付申請額 円(税抜) ※千円未満切捨

小　計

補助対象経費 円(税抜)

（産業経済部企業政策室港湾・企業振興課）

基礎工事費 2,000,000

※　税抜金額
　　原則、２社以上の見積書を
　　添付すること

更衣室建設費

電気工事費

5,000,000

500,000

必要な添付書類
① 法人の登記事項証明書（法務局にて全部事項証明書を取得）
　※個人の場合は開業届出書の写しなど
② 市税納付状況調査同意書
 （または 納税証明書（市役所１Ｆ　窓口サービス課）
　　※ 証明書の発行の際には、代表者印、身分証明書、手数料等を御用意ください。）
③ 会社のパンフレット等
④ 現状の写真
⑤ 対象施設の位置図
⑥ 改善後が分かる図面・仕様書等
⑦ 事業に係る見積書（２社以上添付）
⑧ その他（任意での説明資料等）

7,500,000

7,500,000

3,750,000

※大企業の場合は1/3　2,500,000円

※千円未満切捨


